
法令および定款に基づくインターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

第36期
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社

業務の適正を確保するための体制、連結株主資本等変動計算書、連結注記表、株主

資本等変動計算書および個別注記表は、法令および定款第17条の規定に基づき、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.pss.co.jp/）に掲載することによ

り株主の皆様に提供しているものであります。

― 1 ―

2021年08月30日 17時29分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則で定める「業務の適正を確保するための体制」

について、取締役会において決議しております。その概要は、以下のとおりでありま

す。

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

(1) コンプライアンスに係る社内規程を定め、統括責任者に任命するとともに、コ

ンプライアンス担当部門を設置する。

(2) コンプライアンス担当部門は、取締役及び使用人に法令及び定款ならびに関連

規程等の遵守を周知徹底することにより、コンプライアンス体制の構築及び向

上を推進する。

(3) 社長直属の内部監査室は、監査計画に基づき、監査役会、会計監査人と連携、

協力のもと、業務遂行、コンプライアンスの状況等について監査を実施する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に関する情報は、社内規程に定めるところにより、文書又

は電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記載又は記録し、適切に保存及び

管理する。

(2) 取締役及び監査役は、社内規程に定めるところによりこれらの文書等を閲覧で

きるものとする。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) コンプライアンス、安全、災害、業務、情報セキュリティー等に係るリスクに

ついては、「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理規程に基づく管理体制を

構築し、対処する。

(2) 各部門の担当業務に付随するリスクについては、必要に応じて、当該部門にお

いて個別規程、マニュアルの整備、研修の実施等を行う。

(3) 各部門は、自律的な管理を行うとともに、発生しうるリスクの洗い出し及びそ

の軽減に努める。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会は、毎期、年次予算及び事業部門ごとの業績目標を設定する。

(2) 各部門を担当する取締役は、各部門が実施すべき具体的な施策及び権限配分を

含めた効率的な業務遂行体制を決定する。
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(3) 会社は、取締役会を原則として月１回開催し、経営上の重要事項の決定及び業

務執行状況の監督を行う。各取締役は、取締役会に月次業績を報告する。取締

役会は、この結果をレビューし、目標に対する評価・分析を行い、必要に応じ

て改善もしくは目標の修正を行う。取締役会の決定事項その他業務上の指示、

命令等は、職制を通じて、速やかに伝達される体制を整備する。

(4) 社内規程に基づき、各役職員の権限と責任を明確化し、効率的な職務の執行を

図る。

5. 企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社管理に係る社内規程を定め、子会社の自主性を尊重しつつ、定期的に業

務遂行状況等の報告を受けるとともに、重要事項については事前に協議を行う。

(2) グループ全体における法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を

発見し是正することを目的として、コンプライアンス規程の範囲をグループ全

体とする。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項

監査役が補助スタッフの設置を求めた場合には、その人数と具備すべき能力、権

限、属する組織、監査役の指揮命令権などを取締役との間で協議の上、決定するこ

ととする。

7. 監査役を補助する使用人の独立性に関する事項

監査役の職務を補助する使用人の任命・異動、人事評価、懲戒処分等については、

監査役会の同意を得るものとする。

8. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関

する体制

取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グルー

プに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況及びその内容、その他各監査役

がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項について、速やかに報告、

情報提供を行うものとする。

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、重要な会議に出席し、意見を述べることができる。

(2) 監査役は、その職務を遂行する上で必要と判断するときは、監査役会において

協議の上、独自に弁護士・会計士等の外部専門家に委嘱できる。
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(3) 監査役会は、効率的な監査を実施するため、適宜、会計監査人及び内部監査室

と協議又は意見交換を行う。

(4) 監査役会は、監査報告会を開催し、定期的に代表取締役社長と意見交換を行う。

10. 財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の記載を適切に行うた

め、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準ならびに同実施基準」に準じ、

当社及び当社グループ会社の財務報告の適正性を確保する内部統制を整備・運用す

る。

11. 反社会的勢力を排除するための体制

(1) 当社は、コンプライアンス規程において、「反社会的勢力との関係を遮断し、違

法・不当な要求を排除する」と定めており、不当な要求には毅然とした態度で

臨み、反社会的勢力の排除に全社を挙げて取り組む。

(2) 平素より、警察当局、顧問弁護士等の外部専門機関とも連携し、情報の共有化

を図り、反社会的勢力を排除する体制を整備する。

（上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会の各機関を設置しており

ます。取締役会は１名の社外取締役を含めた６名の取締役で構成されており、監査役

会は１名の常勤監査役を含めた３名の社外監査役で構成されています。

当社は、取締役会において内部統制基本方針の見直しを定期的に行い、その後の実

施状況を毎月開催する定例の取締役会で報告する体制をとっており、子会社を含む当

社グループの業務の執行状況が当社取締役会で報告されることにより、社外監査役が

独立した立場から当社グループの経営に関する監視ができる体制を整備しております。

また、常勤監査役は、当社取締役会のほか経営会議等の社内の重要会議に出席する

とともに、取締役等から直接業務執行の状況について聴取を行い、業務執行の状況や

コンプライアンスに関する問題点を日常業務レベルで監視する体制を整備しており、

経営監視機能の強化及び向上を図っております。その他、監査役会を定期的に開催し、

会社全体の経営監視体制の強化及び向上を図っております。

― 4 ―

2021年08月30日 17時29分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連結株主資本等変動計算書

（2020年７月１日から
2021年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020 年 ７ 月 １ 日 残 高 3,921,334 1,828,929 △1,363,264 △50 4,386,948

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 722,388 722,388 － － 1,444,776

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 795,985 － 795,985

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 722,388 722,388 795,985 － 2,240,761

2021 年 ６ 月 30 日 残 高 4,643,722 2,551,317 △567,278 △50 6,627,710

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計為替換算

調整勘定
その他の包括利益
累計額合計

2020 年 ７ 月 １ 日 残 高 △67,509 △67,509 1,326 4,320,764

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 － － － 1,444,776

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － 795,985

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

18,394 18,394 △1,326 17,068

連結会計年度中の変動額合計 18,394 18,394 △1,326 2,257,829

2021 年 ６ 月 30 日 残 高 △49,115 △49,115 － 6,578,594
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 Precision System Science USA, Inc.

Precision System Science Europe GmbH

ユニバーサル・バイオ・リサーチ㈱

エヌピーエス㈱

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品は原則として総平均法による原

価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しておりますが、一部の在外連結子会社は移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４

月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。なお、主な耐用年数

は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～38年

機械装置及び運搬具 ４～８年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
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（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収

不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 製品保証引当金

製品の無償修理費用に備えるため、将来発生する修理費用の見込額を計上

しております。

4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部の連結子会社は確定拠出年金制度を採用しております。

5) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。

6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(4) 表示方法の変更に関する事項

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含めていた「未収消費税

等」につきましては、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲

記しております。なお、前連結会計年度の流動資産の「その他」に含まれる

「未収消費税等」の金額は、304,350千円であります。

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３

月31日)を当連結会計年度から適用し、連結注記表に「会計上の見積りに関す

る事項」を記載しております。
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(5) 会計上の見積りに関する事項

(繰延税金資産の回収可能性)

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 129,498千円

②連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

繰延税金資産は将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が

高い範囲で認識しており、その可能性の判断においては将来獲得し得る課税

所得の時期及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。

将来の不確実性により実際に生じた時期及び金額が当該見積りと異なった

場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影

響を与える可能性があります。

2. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

建物及び構築物 570,317千円

土地 212,469千円

計 782,786千円

担保付債務

短期借入金 980,000千円

１年内返済予定の長期借入金 114,789千円

長期借入金 1,072,017千円

計 2,166,806千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,238,223千円
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3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 26,366,900株 1,300,000株 －株 27,666,900株

(注) 発行済株式の総数の増加は、2018年８月27日取締役会決議により発行した新株予約権のうち当
連結会計年度中の新株予約権権利行使によるものであります。

(2) 配当金支払額

該当する事項はありません。

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

2021年９月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

1) 配当金の総額 138,334千円

2) １株当たり配当額 ５円00銭

3) 基準日 2021年６月30日

4) 効力発生日 2021年９月29日

なお、配当原資は、資本剰余金とすることを予定しております。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く）の目的となる株式の数

該当する事項はありません。

4. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、余資については安全性の高い短期的な預金等によることと

しております。資金調達については自己資本、銀行借入によることとしており

ます。なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

2) 金融商品の内容及びそのリスク

現金及び預金の一部は外貨預金であり、為替変動リスクに晒されております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて短期間で決済されています。

一部外貨建営業債務については、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資及び開発活動を目的とした資金調達であり、このう

ち一部は金利の変動リスクに晒されております。
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デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを

目的とした金利スワップ取引であります。ヘッジの有効性の評価方法は、金利

スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評

価を省略しております。

3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、各担当部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループの売上高の大半は欧米のOEM先向けのものであり、その取引価

格は、ユーロ建、ドル建、円建のものが混在しております。現地生産・販売

を実施している製品を除き、価格に対する為替変動の影響については、概ね

その為替差損益について両社で折半し、取引価格に加減算する契約となって

おりますが、いずれにせよ為替変動の影響を受けるものとなっております。

なお、為替に係るデリバティブは利用しておりません。

変動金利による借入金については、借入時に市場動向を考慮し、担当役員

の承認のもと実施しております。金利スワップ取引の執行・管理については、

取引権限を定めた社内規程に従って行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理

当社グループは、営業取引等に基づく資金の収支及び設備投資予定に基づ

く支出予定を勘案して、担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、手元

資金に不足が生じないよう管理しております。

4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

5) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち80.3％が特定の大

口顧客に対するものであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2021年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは含まれておりません（（注）2．参照）。
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連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 4,039,002 4,039,002 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,932,550 1,932,550 －

貸倒引当金（*1） △2,389 △2,389 －

　 小計 1,930,160 1,930,160 －

(3) 未収消費税等 660,925 660,925 －

資産計 6,630,088 6,630,088 －

(1) 支払手形及び買掛金 752,088 752,088 －

(2) 未払法人税等 110,637 110,637 －

(3) 短期借入金 2,200,000 2,200,000 －

(4) 長期借入金（*2） 1,486,786 1,484,801 △1,984

負債計 4,549,511 4,547,527 △1,984

(*1) 受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。
(*2) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。
(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3)未収消費税等

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払法人税等、(3) 短期借入金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。なお、変動金利による長期借入金の
うち金利スワップの特例処理の対象とされるものは、当該金利スワップがヘッジ対象
とされている長期借入金と一体として処理されるため、その時価は長期借入金の時価
に含めて記載しております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式(*) 37,440

(*) 非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ
とができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、金融商品の時
価等に関する事項には含めておりません。
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5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 237.78円

(2) １株当たり当期純利益 29.25円
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益 795,985千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 795,985千円

期中平均株式数 27,212,841株

6. 重要な後発事象に関する注記

資本準備金の額の減少及び剰余金処分について

　 当社は、2021年８月13日の取締役会において、2021年９月28日に開催を予定

している第36回定時株主総会に、下記の通り資本準備金の額の減少及び剰余金

処分について付議することを決議いたしました。

(1)資本準備金の額の減少及び剰余金処分の目的

　 欠損の補填及び今後の資本政策上の柔軟性・機動性を確保することを目的とし

て、資本準備金の額の減少及び剰余金処分を行うものであります。

(2)資本準備金の額の減少及び剰余金処分の要領

　 ①会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部を減少させ、その他

　 資本剰余金に振り替えるものであります。

　 (a)減少する資本準備金の額

　 資本準備金の額2,678,527千円のうち2,678,527千円

　 (b)増加するその他資本剰余金の額

　 その他資本剰余金の額2,678,527千円

　 ②会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替

　 えることにより欠損填補を行うものであります。

　 (a)減少するその他資本剰余金の額

　 その他資本剰余金1,253,633千円

　 (b)増加する繰越利益剰余金の額

　 繰越利益剰余金1,253,633千円

(3)資本準備金の額の減少及び剰余金処分に関する日程

　 ①取締役会決議日 2021年８月13日

　 ②債権者異議申述公告日 2021年８月17日

　 ③債権者異議申述最終期日 2021年９月17日（予定）

　 ④定時株主総会日 2021年９月28日（予定）

　 ⑤効力発生日 2021年９月29日（予定）
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7. その他の注記

(1) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 連結納税制度導入に伴う会計処理

当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度中に連結納税制度の承認申請

を行い、翌連結会計年度から連結納税制度が適用されることとなったため、当連結

会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い

（その１）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第５号 2015年１月16日）及び「連結

納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計

基準委員会 実務対応報告第７号 2015年１月16日）に基づき、連結納税制度の適用

を前提とした会計処理を行っております。

なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31

日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰

延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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株主資本等変動計算書

（2020年７月１日から
2021年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

2020年７月１日残高 3,921,334 1,956,139 1,956,139 48,367 △1,974,707 △1,926,339

事 業 年 度 中 の
変 動 額

新 株 の 発 行 722,388 722,388 722,388 － － －

当 期 純 利 益 － － － － 672,706 672,706

株主資本以外の項目の
事業年度中の
変動額(純額）

－ － － － － －

事 業 年 度 中
の 変 動 額 合 計

722,388 722,388 722,388 － 672,706 672,706

2021年６月30日残高 4,643,722 2,678,527 2,678,527 48,367 △1,302,001 △1,253,633

株主資本
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計

2020年７月１日残高 △50 3,951,083 1,326 3,952,409

事 業 年 度 中 の
変 動 額

新 株 の 発 行 － 1,444,776 － 1,444,776

当 期 純 利 益 － 672,706 － 672,706

株主資本以外の項目の
事業年度中の
変動額(純額）

－ － △1,326 △1,326

事 業 年 度 中
の 変 動 額 合 計

－ 2,117,482 △1,326 2,116,156

2021年６月30日残高 △50 6,068,565 － 6,068,565
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品は原則として総平均法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ５～38年

機械及び装置 ４～８年

車両運搬具 ２年

工具、器具及び備品 ２～15年

2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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3） 製品保証引当金

製品の無償修理費用に備えるため、将来発生する修理費用の見込額を計上し

ております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

2. 表示方法の変更に関する注記

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31

日)を当事業年度から適用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を

記載しております。

3. 会計上の見積りに関する注記

(繰延税金資産の回収可能性)

①当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 98,341千円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　 連結注記表「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等」の「(5) 会計上の見積りに関する事項」に記載した内容と同一であ

ります。

4. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

建物 502,452千円

土地 172,328千円

計 674,781千円

担保付債務

短期借入金 980,000千円

１年内返済予定の長期借入金 114,789千円

長期借入金 1,072,017千円

計 2,166,806千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,485,498千円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 30,373千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 299,463千円
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5. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 2,184千円

関係会社からの仕入高 1,940,910千円

関係会社に対する販売費及び一般管理費 395,530千円

関係会社との営業取引以外の取引高 －千円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

　 (単位:株)

株式の種類
当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

自己株式 普通株式 86 － － 86

7. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 754,077千円

減価償却超過額 73,747千円

関係会社株式評価損 64,198千円

土地 35,001千円

賞与引当金 18,877千円

未払事業所税等 2,387千円

未払事業税 9,593千円

未払社会保険 4,757千円

棚卸資産評価損 42,332千円

その他 1,306千円

繰延税金資産小計 1,006,279千円

税務上の繰越欠損金にかかる評価性引当額 △690,659千円

将来減算一時差異等の合計にかかる評価性引当額 △215,545千円

評価性引当額小計 △906,205千円

繰延税金資産合計 100,074千円

繰延税金負債

その他 1,733千円

繰延税金負債合計 1,733千円

繰延税金資産の純額 98,341千円
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8. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
又 は
出資金

事業の
内 容

議決権
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
エヌピー
エス㈱

秋田県
大館市

80,000千円
当社製品
の製造

直接
100.0％

兼任
1人

当社製品
の製造

当社製品の
購入(注)

1,940,910 買掛金 236,388

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 当社製品の購入価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。

9. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 219.34円

(2) １株当たり当期純利益 24.72円
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 672,706千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 672,706千円

期中平均株式数 27,212,841株

10. 重要な後発事象に関する注記

資本準備金の額の減少及び剰余金処分について

　 当社は、2021年８月13日の取締役会において、2021年９月28日に開催を予定

している第36回定時株主総会に、下記の通り資本準備金の額の減少及び剰余金

処分について付議することを決議いたしました。

(1)資本準備金の額の減少及び剰余金処分の目的

　 欠損の補填及び今後の資本政策上の柔軟性・機動性を確保することを目的とし

て、資本準備金の額の減少及び剰余金処分を行うものであります。

(2)資本準備金の額の減少及び剰余金処分の要領

　 ①会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部を減少させ、その他

　 資本剰余金に振り替えるものであります。

　 (a)減少する資本準備金の額

　 資本準備金の額2,678,527千円のうち2,678,527千円

　 (b)増加するその他資本剰余金の額

　 その他資本剰余金の額2,678,527千円

　 ②会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替

　 えることにより欠損填補を行うものであります。

　 (a)減少するその他資本剰余金の額

　 その他資本剰余金1,253,633千円

　 (b)増加する繰越利益剰余金の額
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　 繰越利益剰余金1,253,633千円

(3)資本準備金の額の減少及び剰余金処分に関する日程

　 ①取締役会決議日 2021年８月13日

　 ②債権者異議申述公告日 2021年８月17日

　 ③債権者異議申述最終期日 2021年９月17日（予定）

　 ④定時株主総会日 2021年９月28日（予定）

　 ⑤効力発生日 2021年９月29日（予定）

11. その他の注記

(1) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 連結納税制度導入に伴う会計処理

当社は、当事業年度に連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度から連結納税

制度が適用されることとなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場

合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会 実務対応報

告第５号 2015年１月16日）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関す

る当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第７号 2015年１月

16日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31

日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰

延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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